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② 

議
会
等
が
行
う
通
知
の
う
ち
こ
の
章
 
第
百
二
十
三
条
第
四
項
を
除
く
   

の
規
定
に
お
い
て
文
書
等
に
よ
り
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
も
の
 
情 

報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
第
六
条
第
一
項 

の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
も
の
を
除
く
  
に
つ
い
て
は
 
当
該
通
知
に
関
す
る 

こ
の
章
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
 
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
総 

務
省
令
で
定
め
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
こ 

と
が
で
き
る
 
た
だ
し
 
当
該
通
知
の
う
ち
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
も 

の
以
外
の
も
の
に
あ
つ
て
は
 
当
該
通
知
を
受
け
る
者
が
当
該
電
子
情
報
処 

理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
受
け
る
旨
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
式 

に
よ
る
表
示
を
す
る
場
合
に
限
る
  

③ 

前
二
項
の
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
行
わ
れ
た
通 

知
に
つ
い
て
は
 
当
該
通
知
に
関
す
る
こ
の
章
の
規
定
に
規
定
す
る
方
法
に 

よ
り
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
し
て
 
こ
の
法
律
そ
の
他
の
当
該
通
知
に
関
す 

る
法
令
の
規
定
を
適
用
す
る
  

④ 

第
一
項
又
は
第
二
項
の
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り 

行
わ
れ
た
通
知
は
 
当
該
通
知
を
受
け
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に 

備
え
ら
れ
た
フ
 
イ
ル
へ
の
記
録
が
さ
れ
た
時
に
当
該
者
に
到
達
し
た
も 

の
と
み
な
す
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第
十
二
節 

雑
則 

 

第
百
三
十
八
条
の
二 

議
会
等
に
対
し
て
行
わ
れ
る
通
知
の
う
ち
こ
の
章
 
第 

百
条
第
十
五
項
を
除
く
  
の
規
定
に
お
い
て
文
書
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に 

よ
つ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報
が
記
載
さ
れ
た
紙
そ
の
他
の
有
体 

物
 
次
項
に
お
い
て
 
文
書
等
 
と
い
う
  
に
よ
り
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ 

て
い
る
も
の
 
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律 

 
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
 
第
七
条
第
一
項
の
規
定
が
適
用
さ
れ 

る
も
の
を
除
く
  
に
つ
い
て
は
 
当
該
通
知
に
関
す
る
こ
の
章
の
規
定
に
か 

か
わ
ら
ず
 
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
総
務
省
令
で
定
め
る
電 

子
情
報
処
理
組
織
 
議
会
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
 
入
出
力
装
置
を 

含
む
 
以
下
こ
の
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
  
と
そ
の
通
知
の
相
手
方 

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報 

処
理
組
織
を
い
う
 
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
  
を
使
用
す
る
方
法
に
よ 

り
行
う
こ
と
が
で
き
る
  

②
・
③ 

 
略
  

④ 
議
⾧
は
 
会
議
録
が
書
面
を
も
つ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
そ
の
写
し 

を
 
会
議
録
が
電
磁
的
記
録
を
も
つ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
当
該
電
磁 

的
記
録
を
添
え
て
会
議
の
結
果
を
普
通
地
方
公
共
団
体
の
⾧
に
報
告
し
な 

け
れ
ば
な
ら
な
い
  

 
新
設
  

 

 
新
設
  

②
・
③ 

 
略
  

④ 

議
⾧
は
 
会
議
録
が
書
面
を
も
つ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
そ
の
写
し 

を
 
会
議
録
が
電
磁
的
記
録
を
も
つ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
当
該
電
磁 

的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
記
載
し
た
書
面
又
は
当
該
事
項
を
記
録
し 

た
磁
気
デ
 
ス
ク
 
こ
れ
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記 

録
す
る
こ
と
が
で
き
る
物
を
含
む
  
を
添
え
て
会
議
の
結
果
を
普
通
地
方 

公
共
団
体
の
⾧
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
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第
百
二
十
三
条 

議
⾧
は
 
事
務
局
⾧
又
は
書
記
⾧
 
書
記
⾧
を
置
か
な
い
町 

村
に
お
い
て
は
書
記
 
に
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り
会
議
録
を
作
成
さ 

せ
 
並
び
に
会
議
の
次
第
及
び
出
席
議
員
の
氏
名
を
記
載
さ
せ
 
又
は
記
録 

さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

第
百
五
条
の
二 

普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
又
は
議
⾧
 
第
百
三
十
八
条
の 

二
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
 
議
会
等
 
と
い
う
  
の
処
分
又
は
裁
決 

に
係
る
普
通
地
方
公
共
団
体
を
被
告
と
す
る
訴
訟
に
つ
い
て
は
 
議
⾧
が
当 

該
普
通
地
方
公
共
体
を
代
表
す
る
  

第
百
条 
 
略
  

②
 
⑭ 
 
略
  

⑮ 

前
項
の
政
務
活
動
費
の
交
付
を
受
け
た
会
派
又
は
議
員
は
 
条
例
の
定
め 

る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
当
該
政
務
活
動
費
に
係
る
収
入
及
び
支
出
の
状
況
を
書 

面
又
は
電
磁
的
記
録
 
電
子
的
方
式
 
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ 

つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
 
電 

子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
 
以
下
同
じ
   

を
も
つ
て
議
⾧
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
  

改 

正 

後 

第
百
二
十
三
条 

議
⾧
は
 
事
務
局
⾧
又
は
書
記
⾧
 
書
記
⾧
を
置
か
な
い
町 

村
に
お
い
て
は
書
記
 
に
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
 
電
子
的
方
式
 
磁
気
的 

方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で 

作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
 
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ 

る
も
の
を
い
う
 
以
下
同
じ
  
に
よ
り
会
議
録
を
作
成
さ
せ
 
並
び
に
会
議 

の
次
第
及
び
出
席
議
員
の
氏
名
を
記
載
さ
せ
 
又
は
記
録
さ
せ
な
け
れ
ば
な 

ら
な
い
  

第
百
五
条
の
二 

普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
又
は
議
⾧
の
処
分
又
は
裁
決 

に
係
る
普
通
地
方
公
共
団
体
を
被
告
と
す
る
訴
訟
に
つ
い
て
は
 
議
⾧
が
当 

該
普
通
地
方
公
共
団
体
を
代
表
す
る
  

第
百
条 

 
略
  

②
 
⑭ 

 
略
  

⑮ 

前
項
の
政
務
活
動
費
の
交
付
を
受
け
た
会
派
又
は
議
員
は
 
条
例
の
定
め 

る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
当
該
政
務
活
動
費
に
係
る
収
入
及
び
支
出
の
報
告
書
を 

議
⾧
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
  

現 
 

 

行 
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
 
新
旧
対
照
表
 
地
方
議
会
に
係
る
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
に
関
す
る
規
定
の
み
抜
粋
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標準会議規則等の改正等に関する検討会議設置要綱 
 
１ 設置 

  地方自治法の改正、同法の解釈運用に係る通知その他諸般の状況の変化に伴い、

標準市議会会議規則、標準市議会委員会条例及び標準市議会傍聴規則（以下、「標準

会議規則等」という。）の改正並びに政務活動費の交付に関する参考条例案その他

これらに類する文書の制定又は改正の必要性が生じたときは、改正案等の作成及び

これに附帯する運用指針等に関する検討を行うため、全国市議会議長会（以下、「本

会」という。）に、標準会議規則等の改正等に関する検討会議（以下、「検討会議」

という。）を設置する。 
 

２ 開催等 

  検討会議は、そこで議題とする事項について本会の会員の意見等を聴く必要があ

ると本会の会長又は部会長会議が認めたときに開催するものとし、会議は、本会事

務総長が招集する。 

検討会議の議事運営は、４に規定する会長市の構成員が掌る。 
 

３ 検討結果の報告 

  検討会議の検討結果については、成案として取りまとめ、直近の理事会で本会事

務局がこれを報告し、その了承を求めるものとする。 
 
４ 構成市及び構成員 

  検討会議は、会長市、部会長市（９市）、政令指定都市の代表市（１市）及び中核

市の代表市（１市）を構成市とし、構成市の議会事務局において、検討会議で議題

となる事項を担当する課長を構成員とする。ただし、各市議会の判断で、課長以外

の職の者を構成員とすることを妨げない。 

構成員の選任及び退任の手続は行わず、その者の所属する市が構成市に該当した

ことをもって就任、該当しなくなったことをもって退任したものとみなす。 

なお、政令指定都市の代表市及び中核市の代表市は、政令指定都市及び中核市が

それぞれ構成する協議会において定める手続によって決定された市とする。 
 
５ 担当 

  検討会議の運営に係る事務は、本会企画議事部が行う。 
 
６ 補足 

  本要綱に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、本会企画議事

部長が会長市の構成員と協議して定める。 
 

 附則 

  この要綱は、令和３年５月２７日より施行する。 
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標準市議会会議規則等の改正に関する報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年２月 

 

標準会議規則等の改正等に関する検討会議 
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（抜粋）



 

標準市議会会議規則等の改正に関する報告 

 

検討の経緯 

本会が作成する標準市議会会議規則（以下「規則」という。）、標準市議会委員会条

例（以下「条例」という。）は、近年、地方自治法の一部改正や地方自治法の解釈変

更等による改正が行われてきましたが、その改正対象は、限定的であり、規則や条例

全般にわたる改正は行われていないのが実情です。 

 この間、全国都道府県議会議長会、全国町村議会議長会が作成する標準都道府県議

会会議規則及び標準都道府県委員会条例、標準町村議会会議規則及び標準町村議会委

員会条例は、常用漢字の変更に伴う文言の改正をはじめ、各条文の規定の統一など、

全般にわたる改正などを行っています。 

 このため、他の二議長会の会議規則及び委員会条例との間に異なる規定が散見 

されるほか、現行の規定では、議事運営に支障が生じる事案の発生が懸念される 

条文が存在する状況となっています。 

 さらに、近年の社会のデジタル化の進展に対応する議会におけるデジタル化の推進

など、規則及び条例が制定された当時には想定されなかったことへの対応など、規則

及び条例を全般にわたり改正する必要性が高まっています。 

以上のことから、昨年度の「オンライン委員会条例の制定」に続き、標準会議規則

等の改正等に関する検討会議（以下「検討会議」という。）を設置し、規則及び条例

全般を精査し、改正の是非も含めて検討することとなりました。 

 

検討会議の開催とその経過 

 検討会議における検討事項については、去る令和４年７月４日に開催された第 

２３３回部会長会議において決定され（資料１参照）、設置要綱（資料２参照）に 

基づく構成市議会（資料３参照）の議会事務局職員により、同年７月２０日の第１回

会議以降、第６回会議まで検討が重ねられました。 

 各回の会議開催日と会議の協議事項などについては、以下のとおりです。 

 

第１回会議（令和４年７月２０日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 近年の規則及び条例の改正状況について説明し、今後の検討スケジュール等につい

て協議した。 

 

第２回会議（令和４年８月２６日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 規則の第１条から第５０条までの条文内容の精査（事務局提案、構成市提案）及び

規則、条例の常用漢字の精査などを行い、改正の是非などについて協議した。 
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第３回会議（令和４年１１月８日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 規則の第５１条から第１６９条までの条文内容の精査（事務局提案、構成市提案）

などを行い、改正の是非などについて協議した。 

 

第４回会議（令和４年１１月２４日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 規則及び条例における、議会のデジタル化に対応する条文（事務局提案、構成市提案）

の検討などを行った。 

 

第５回会議（令和５年１月５日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 これまでの検討を踏まえ、事務局より規則及び条例の改正とその具体的な内容につ

いて提案が行われ、これを了承した。 

 

第６回会議（令和５年１月２６日 対面とオンラインを併用する方式による開催） 

 来る２月９日開催の第２３０回理事会・第１１４回評議員会合同会議に報告する 

検討結果（第５回会議で了承された事項）及び次年度検討会議への申し送り事項（案）

について協議した。 

 

検討結果 

 検討会議は、検討事項を①デジタル化に関する改正事項、②それ以外の改正事項に分

け、規則及び条例の改正を検討してきましたが、地方制度調査会において、「議会に関連

する手続きのオンライン化」に関する地方自治法の改正が答申（資料４、資料５参照）

されたことを踏まえ、①については、法改正の具体的内容が確定した時点で規則、条例

の改正（案）を検討することとし、②については、改正（案）をとりまとめるが、規則、

条例の改正は行わず、①、②ともに次年度の検討会議に申し送ることとし、このことに

ついて、来る２月９日開催の第２３０回理事会・第１１４回評議員会合同会議で了承を

得ることを決定しました。 

 これにより、次年度の検討会議で①及び②の検討事項を決定のうえ、規則及び条例

の改正を行うことになり、各市議会の規則及び条例の改正を二年度に渡り行う必要性

がなくなるものと考えます。 

 

‐72‐



次年度検討会議への申し送り事項 

 

近年、標準市議会会議規則（以下「規則」という。）及び委員会条例（以

下「条例」という。）については、地方自治法の一部改正や地方自治法の

解釈変更等による改正が行われた以外、その改正がほとんど行われてい

ない。 

この間、全国都道府県議会議長会、全国町村議会議長会の規則及び条例

と異なる規定の存在や社会のデジタル化の進展など、規則及び条例が制

定された当時には想定されなかったことが散見される。 

以上のことから、規則及び条例全般を精査し、これらの改正の是非 

も含めて、今年度検討会議は検討を重ねてきたが、第３３次地方制度調査

会において、「議会に関連する手続きのオンライン化」を含む答申が取り

まとめられたことを踏まえ、具体的な法律改正の内容が明らかになった

時点で規則及び条例を改正することが適当と判断し、次年度検討会議へ

以下の事項について申し送る。 

 

  

申し送り事項 

 

１．デジタル化に関する事項 

 

２．今年度検討会議で検討された事項のうち上記１を除く事項 

 

 
令和５年１月２６日  
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近 畿 部 会 部 会 長 阪 南

中 国 部 会 部 会 長 岡 山

四 国 部 会 部 会 長 松 山
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